別記第２号様式
紀州材の家づくり建築計画書

１．直近３年間の関係法令の違反歴
	関係法令の違反歴（過去３年間）
	有　　　・　　　無


※　関係法令とは、建築基準法、建設業法及び建築士法等を指す。

２．要領別表１に掲げる事業の実績
	事業実績（過去３年間）
	有　　　・　　　無



３．要領別表２に掲げる事業に申請された住宅の施工実績
	年　度
	年
	年
	年

	実　績
	棟
	棟
	棟


※１　施工実績を有する場合は、その実績を確認できる書類の写しを添付すること。
※２　施工実績を有しない場合は、協力店登録推薦書（別記第３号様式）を添付すること。

４．紀州材の家の供給体制の内容
	住宅性能の評価方法
	

	構造計算の実施方法
	

	省エネルギー基準への対応方法
	

	紀州材の調達方法
	

	消費者に対する紀州材の家の情報提供方法
	

	その他自社独自の取り組み
	


※１　紀州材の家をどのように提供し又は提供する計画であるかについて記載すること。
※２　「紀州材の調達方法」欄には、商取引等において具体的に関与している製材業者等の名称等を記載すること。
※３　欄に書ききれない場合は、別紙を添付し記載すること。 なお、その際は 上記の欄に「別紙のとおり」と記載すること。

５．紀州材の家の建築計画
	区　分
	現　状
	１年目
	２年目
	３年目
	計画合計

	年間住宅建築棟数(Ａ)
	棟
	棟
	棟
	棟
	棟

	(Ａ)のうち木造住宅建築棟数(Ｂ)
	棟
	棟
	棟
	棟
	棟

	(Ｂ)のうち紀州材の家建築棟数
	棟
	棟
	棟
	棟
	棟

	年間紀州材使用量　計
	㎥
	㎥
	㎥
	㎥
	㎥

	内訳
	構造材
	㎥
	㎥
	㎥
	㎥
	㎥

	
	内装材
	㎥
	㎥
	㎥
	㎥
	㎥

	
	木製建具等
	㎥
	㎥
	㎥
	㎥
	㎥


[bookmark: _GoBack]※　年間住宅建築棟数(Ａ)欄には、木造住宅及び非木造住宅の合計棟数を記載すること。




